
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

    

   

   

  

  

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年末に発表された平成２７年度税制改正大綱より、そのポイントをお伝えする。初回は、法

人税関連。 

企業の収益力向上と賃上げへの積極的な取り組みを促すため、課税ベースの拡大等により財源

を確保しながら法人実効税率を段階的に２０％台まで引き下げる方向性が明示された。平成２７

年度においては、まず法人税率を現行の２５．５％から２３．９％に引き下げる。中小法人、公

益法人等及び協同組合等の軽減税率の特例（所得の金額のうち年８００万円以下の部分に対する

税率）については、引き続き１９％から１５％に引き下げるとともに、適用期限を２年延長する

こととなった。 

同時に、大法人向けの法人事業税の外形標準課税の拡大をめざし、平成２７年度においては付

加価値割を現行の０．４８％から０．７２％へ、資本割を０．２％から０．３％へ引き上げ、さ

らに平成２８年度には前者を０．９６％、後者を０．４％へと改正する。一方で法人事業税所得

割については現行の７．２％を平成２７年度に６．０％、平成２８年度に４．８％に引き下げる

こととし、結果として国・地方を通じた法人実効税率は、現行の３４．６２％から平成２７年度

に３２．１１％、平成２８年度に３１．３３％となる見通しになった。 
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『美術品等の減価償却範囲を改正 １月１日から適用―国税庁通達』 

』 

 

国税庁は１２月１９日付で、法人税基本通達等の中の美術品等に係る「時の経過によりその価

値の減少しない資産」の範囲を改正し、平成２７年１月１日以後に開始する事業年度から適用す

ることにした。所得税基本通達も同様に改正された。 

法人税基本通達７－１－１は古美術品、古文書等について、歴史的価値などを有し、代替性の

ないものは減価償却資産に該当しないとしている（これについては変更なし）。従来、美術関係

の年鑑等に登載されている作者の制作に係るものも減価償却資産に該当しないとしていたが、こ

れを廃止した。また、減価償却資産として取り扱う取得価額を、１点２０万円未満から同１００

万円未満に引き上げた。同１００万円以上のものでも、時の経過で価値が減少することが明らか

なもの、例えば、会館のロビーのような不特定多数の者が利用する場所の装飾用として法人が取

得するもののうち、移設が困難で、美術品等としての市場価値が見込まれないものは減価償却資

産とした。 

今回の改正は、過去にさかのぼって適用はしないが、平成２７年１月１日前から非

減価償却資産である美術品等を有し、改正後の基準に基づき減価償却資産に該当すれ

ば、平成２７年１月１日以後最初に開始する事業年度から減価償却ができる。 
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